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安全・安心を最優先に、交通を核にした生活まちづくり企業への変革を進め、
不変の使命である「大阪の発展への貢献」を全ての事業活動の軸とする

１-１. 当社の使命・存在意義

企業理念

私たちは、最高の安全・安心を追求し、
誠実さとチャレンジ精神をもって、
大阪から元気を創りつづけます。

Osaka Metro Groupは、
交通を核にした生活まちづくり企業へ

変革していきます。

存在意義 大阪の発展に貢献し続ける事業体であること

市民生活や社会経済活動
の基盤となるインフラが
充実し、防災の観点からも
都市機能が常に安全で強化
されている

まちの魅力の高まりや、
暮らしの快適性が向上
することで、大阪の
居住人口が増加する

ビジネスや観光などで
大阪に訪れる・活動する
人が増え、経済活動が
活発化する

新たなコミュニティが
常に形成されることで、
出会い・モノ・コトが
次々に生まれ、まちの
賑わいが創出される

当社が描く「大阪の発展」像

まちの賑わい
の創出

都市機能の充実
魅力度向上による
居住人口の増加

交流人口の増加と
経済活動の活発化
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120年以上の交通事業で築き上げてきた実績と信頼を強みに、日々変化する社会要請や
ステークホルダーからの期待に応え続けることで、大阪を持続的な発展に導く

１-２. 大阪の発展に貢献し続ける構図

価値創造の源泉
（当社の強み）
●120年以上の実績と信頼

●１日290万人の顧客接点

●安全・安心 ●現場力

●広大な地下空間

●多様なモビリティ
当社の役割

●安全・安心な交通サービス

●多様かつ最適な移動手段

●生活の質を高めるサービス

●まちの活性化

●信頼・期待に応え続ける

●大阪市への財政貢献

社会からの
要請・期待

●社会課題の解決

●利便性・快適性の向上

●ステークホルダー

・お客さま、大阪に訪れる方々
・市内、沿線にお住まいの方々
・企業 ・株主
・社員及びその家族

要請・期待の
変化

課題の解決

強みの拡充
信頼・データ・技術・
ノウハウ等の獲得

大阪の発展

社会的価値の
創出

●都市機能の充実

●居住人口の増加

●経済活動の活発化

●まちの賑わいの創出
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２-１. 当社を取り巻く経営環境

人口減少による移動需要減と人手不足に加え、設備老朽化、運行コスト増、災害激甚化など
都市交通の維持・向上への課題が深刻化。特に、敷設から90年を超える地下鉄は、
安全・安心・安定の輸送を確保するため、老朽化設備の更新が喫緊の課題

人口減少

交通サービスの利用者・担い手
として中心的な役割を果たす
大阪府の生産年齢人口は、2025年
を起点とし、2035年まで10％の
減少、2045年までに23％の
減少が見込まれる※

自然災害の
激甚化

地球温暖化の影響で、日本
近海の平均海面水温が上昇し、
台風の勢力拡大に繋がる恐れ
がある。南海トラフ地震への
備えも怠ることができない

高齢化・
人口偏在化

高齢化の進行とともに、
2050年には都心の一部地域を
除いて人口が大きく減少する。
移動人口が減少し、都市活力
が低下する懸念が高い

物価高騰

円安や人件費上昇による
物価高騰が続き、固定費率が
極端に高く、硬直的な
収支構造である交通事業に
おける影響が大きい

人手不足

人口減少による人手不足
及び人件費の高騰は、
労働集約型の事業構造である
交通事業における影響が
大きい

ニーズの
多様化

訪日外国人旅行者数の増加や
社会構造の変化に伴うライフ
スタイルの変容により、移動
手段をはじめ様々なニーズが
多様化している

設備老朽化

鉄道の運行は多くの施設・
設備が必要であり、適切な
維持管理と修繕及び老朽化
した設備の更新や安全対策
には莫大なコストがかかる

脱炭素・SDGs
対応

持続可能な社会の実現に向け、
環境負荷の低減は企業が
果たすべき社会的責務と
なっている

※出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計）」
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２-２. 経営課題と対応方針

様々な社会課題に対応し、将来にわたり持続可能な交通を確立することに加え、
より便利な交通に進化するために、「大阪市全域をカバーする交通インフラ」と
「290万人の顧客接点」という競争優位を活かし５つの戦略領域を設定

都市型MaaS構想

生活サービスの
拡充

Webサービスの
提供

既存交通の
改善・進化

交通への
影響

対応方針

戦略領域

経営環境 人口減少
自然災害
の激甚化

ニーズ
多様化

設備
老朽化

物価高騰

事業継続
の課題

設備更新・
安全強化の
必要性

コスト増・
収益性の低下

人手不足
高齢化・
人口偏在化

移動
需要の減少

地域交通
ニーズの変化

安定輸送の
リスク増大

脱炭素・
SDGs対応

環境負荷低減
の必要性

移動手段の
多様化・最適配置

移動の喚起・
創出、新たな
ニーズ獲得

運行システム
改革、新技術

の活用

計画更新・
保守の高度化

サービスの
多様化・
柔軟設計

収益源の
多様化・

事業の効率化

施設の
強靭化・

レジリエンス
強化

交通ネット
ワークの
再構築

省エネ技術
の活用

地下鉄・路線バスに
新技術を積極導入し、
「最高の安全・安心」・
「効率的な運行」・
「快適性・利便性向上」
のすべてを同時に実現

移動ニーズの多様化に
応える新たなモビリティ
として、オンデマンド型
やパーソナル性の高い
モビリティを導入・拡充

駅及び駅周辺でお客さまの
ニーズやお困りごとに
沿ったサービスを提供する
ことで、交通の利便性と
沿線の魅力度を向上

e METROアプリを接点
として、情報発信の強化や
交通・社会生活サービスの
予約〜決済のシームレス化
を推進し、日常生活をより
便利に取組み方針

都市型MaaS構想（e METRO）として、各戦略領域の事業サービスを結合し、お客さまに一体的に提供

AIを活用した経営の高度化と業務の構造改革を進めるための取組みを推進

大阪市
全域を
カバー

290万人の
顧客接点
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２-３. 2035年の目指す姿

最新技術による交通サービスの変革により、大阪全域における高品質で安定した
未来型交通サービスへの進化を成し遂げ、交通と社会生活サービスが完全に融合した姿を目指す。
多くの協業パートナーと共に、高度な都市機能を構築し、飛躍的に発展した大阪の姿を実現する

日々の運行を支える日常業務の
徹底した合理化・効率化

世界に誇る地下空間

圧倒的に便利な交通インフラ

交通を核にした地域開発

交通と社会生活サービスとの
完全融合
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大阪・関西万博への最大限の貢献

新規事業創出・都市開発事業の拡大

事業基盤の確立

各種KGI

駅空間のイメージ刷新

新たな交通ネットワークの基盤となるモビリティの拡充

モビリティの変革のための各種実証実験

安全・安心の高度化

３-１. 前中期経営計画の振り返り

前中期経営計画では、株式会社としての基本的機能を整備するとともに、
既存交通の進化や、次世代モビリティサービスの導入、都市開発、社会生活サービス創出を推進。
中期KGIである累積EBITDA、大阪市への財政貢献についても計画を達成

○ オンデマンドバス・タクシーを運行、パーソナルモビリティ・

空飛ぶクルマと連携し、多様な移動ニーズに対応する基盤を形成

○ 可動式ホーム柵を134駅全駅に設置

○ 高架部の耐震化・脱線防止ガードの設置等の地震対策を完了

○ バリアフリールートの複線化を20駅に拡大

○ 御堂筋線・中央線の主要15駅における大規模リニューアルを完了

○ ウォークスルー改札として顔認証改札サービスを提供

○ バスの自動運転の実証実験に段階的に取り組み、万博において

自動運転レベル４を実証

○ 中央線大阪港駅～夢洲駅にかけて、

GOA2.5（添乗員付き自動運転）の実証実験を実施

○ 飲食事業・学童保育等の事業を新規事業として創出

○ 賃貸オフィス・商業、賃貸・分譲マンション等の物件開発を新たに始め、

将来の大規模開発に繋がるノウハウを着実に獲得

○ 万博会場への輸送力を大幅に増強し、

会期中の輸送全体の85%を当社グループが担当

○ 空飛ぶクルマの展示や大阪港Vポート整備、ヘルスケアパビリオンへの

出展など「未来の交通のあり方」を万博を機に発信強化

○ 万博への最大限の貢献及び万博を契機にした更なる発展に向け、

1,000億円を超える投資を実行

○ 事業本部制組織への改革

○ 管理会計制度の導入

○ EBITDA 3,300億円以上 → 2022～2025累計 3,475億円

（2018～2025累計 6,093億円）

○ 大阪市への財政貢献 680億円以上 → 2018～2025累計 726億円

前中期経営計画期間に顕在化した課題

○ EVバス問題では、ガバナンスの脆弱性が大きな課題となり、

客観的根拠と透明性に基づく厳格な意思決定プロセスの構築が必要
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３-２. 本中期経営計画期間の位置付け

2030年度以降の厳しい経営環境に備え、運輸収入が安定する本計画期間では、
「交通インフラの盤石化と改革」と、森之宮開発をはじめとした「大阪のまちづくりへの貢献」に
取り組み、2035年の目指す姿達成に向け、次の社会実装フェーズに繋げる
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フェーズ

1
2018〜2025

ビジョン実現への
基礎作り

●万博への最大限の貢献

●都市型MaaS構想(e METRO)
の基盤を構築

前中期経営計画

経営環境

2026 民営化10年

フェーズ

2
2026〜2028

交通インフラの
盤石化と改革

●交通インフラの盤石化と
改革を遂行

●森之宮開発をはじめ
大阪のまちづくりへの
貢献度を高める

本中期経営計画

フェーズ

3

新しい価値の
社会実装

●次世代交通の進化と
大阪の発展への
貢献を具現化

●取り巻く環境の変化へ
の対応と、新たな価値
の社会実装を推進

2029 2032

フェーズ

4

ビジョン実現

2035年の
目指す姿の達成

運輸収入安定確保見込み

大阪・関西万博 IR開業

労働者不足・人件費高騰・設備老朽化・物価高騰

乗車人員の減少

市内交通ネットワークの変化

運輸収入減少見込み

森之宮まちびらき

今後の大きな経営環境の変化に備えて

足許の基盤を着実に固める期間 とする



３-３. 重点推進テーマ

『交通インフラの盤石化と改革』６テーマ、『大阪のまちづくりへの貢献』３テーマを
経営体制の強化と社外との連携強化のもと、重点的に推進する

鉄道の
安全性向上
【４-１】

モビリティ
最適ミックス

の推進
【４-４】

鉄道の
安心強化・
サービス拡充
【４-２】

鉄道事業に
おける最新技術

の活用
【４-３】

交通
周辺事業の

拡大
【４-６】

次世代
モビリティ
技術の搭載
【４-５】

交通インフラの盤石化と改革 大阪のまちづくりへの貢献

東西軸・南北軸
を中心とした
都市開発
【４-７】

森之宮開発
の推進

【４-８】

駅を基点
とした

サービス展開
【４-９】

経営体制の強化
○AI活用・デジタル推進 ○組織能力向上 ○リスクマネジメント高度化
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行政や地域、大学等に加え、鉄道事業者をはじめとした多種多様な企業と連携し、
当社の強みと、関係先が有する技術・ノウハウや顧客接点・サービス基盤などの資源を
組み合わせることで、交通課題や地域課題の解決、新サービスの創出、事業効率化等を推進する

社
外
連
携

当
社
が
推
進

連携強化



４-１. 鉄道の安全性向上

最高水準のハード整備による施設の強靭化と僅かな異常を
見逃さないシステムでお客さまを守る

●地震・浸水被害に対するハード対策完了
➢ 200年に一度発生する豪雨での河川氾濫による駅浸水対策を

2026年度末に３駅完成（対象となる累計６駅完了）
●白杖及び車いすを検知するAI見守りシステムの追加設置
➢ 17駅21改札（累計91駅118改札、今後も対象箇所を選定し

設置予定）
●防犯カメラによる車内異常（危険物の放置・
火災等）検知システムの開発完了（2028年度）

輸送の確固たる安全継続に向け、老朽化した施設・設備の
更新計画を完遂する

●駅施設の大規模修繕工事の実施
➢ ニュートラム：５駅（累計６駅、 2030年度までに８駅完了）

●トンネルの長寿命化（コンクリートの剥落防止及び
劣化抑制）の継続実施
➢ シールドトンネル：1.7km（累計9.0km）
➢ 函型トンネル：2.9km（累計27.0km）
（今後も検査結果に基づき対象箇所を選定し実施）

●車両及び車両メンテナンス機器等の更新
➢ 車輪転削盤：１機（2027年度）
➢ 汚水処理装置：２機（2027年度）

●電気設備の更新
➢ 変電、送排風、排水、信号通信の各設備

●レール削正車更新：２台（2026年度、2027年度）「最高の安全・安心の追求」に向けて、社員一人ひとりの
意識・行動を育むための「人づくり」に力を入れていく

●グループ会社を含む全社員を対象とする安全研修の継続実施
●外部有識者を招聘したヒューマンエラーに対する
聞き取り手法及び要因分析手法研修の実施

●警察・消防と連携し、新たに発生し得る
異常時を想定した実践的な訓練を行うことで
異常時対応能力を向上

「最高の安全・安心の追求」は、最優先の取組みとして絶え間なく確実に推進する。最高水準の
ハード整備に加えてソフト面においても安全研修・訓練等を通じて安全・安心を担う人材を育てる
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安全文化・風土醸成

最高の安全の追求 鉄道施設・設備の計画的更新



お客さまにさらに便利にご利用いただけるよう
アプリ機能や遠隔案内システムを拡充

●e METROアプリ機能の拡充
➢ モビリティ一括予約開始（2028年度）
➢ 多言語対応を実施（2028年度）
➢ マイナンバーカード連携（2027年度）
➢ チャットFAQサービス拡大（2027年度）
➢ レコメンド表示サービス開始（2027年度）

●遠隔案内システムを谷町線に拡大
（導入に際し、関係各所に対し事前説明を実施）
➢ 14駅16改札（2027年度）

４-２. 鉄道の安心強化・サービス拡充

バリアフリー料金制度を活用しながら
バリアフリー経路の複線化を推進

●エレベーターを新たに２駅で増設
（複線化累計22駅、今後も継続的に整備を予定 ）
●ホームと車両の間の段差隙間縮小を
全駅で完了：12駅（2026年度までに全134駅完了）

次世代の乗車券サービスに向けた
取組みを推進

●顔認証サービス拡大
➢ 顔認証改札機の全駅設置（2027年度）

●2031年度の脱磁気化（全駅で普通乗車券の
QR化を完了）に向けた機器整備を推進

居心地の良い空間を目指して、
駅の大規模リニューアルやトイレのリモデルを推進

●第２期駅リニューアルの計画を策定し、設計に着手（2026年度）
●トイレのリモデル：18箇所
（累計170箇所、2030年度までに全180箇所完了）

駅・車内を安心してご利用いただくために
セキュリティ対策を継続実施

●車内防犯カメラの全車両設置を完了： 111列車
（累計220列車、2027年度完了）

●駅構内防犯カメラを98台設置
（累計3,423台、今後も対象箇所を選定し設置予定）

誰もが安心して気持ちよく利用できる地下鉄を目指し、バリアフリー化の推進や
駅のリニューアルを実施するとともに、案内サービスや乗車券サービスの向上に取り組み、
お客さまの更なる利便性の向上を図る
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セキュリティ対策

バリアフリー化の推進

乗車券サービスの向上

お客さま案内サービスの向上

駅空間の価値向上



運転士の乗務行路作成にAIを活用するとともに、
AI案内サイネージによる情報発信を拡充

●乗務行路（運行ダイヤに基づく乗務員割り当て）
をAIにより自動化。2027年度末までに全路線
（ニュートラム除く）に導入し業務効率化を図る

●AI案内サイネージの案内情報をQRコード経由で提供し、
スマートフォンで利用可能とするサービスの開始（2026年度）
 （2028年度までに56駅68改札、今後も対象箇所を選定し提供予定）

４-３. 鉄道事業における最新技術の活用

AIなどの最新技術を活用した保守の高度化により
点検精度・効率の向上と人手不足の問題を解消

●営業列車による軌道モニタリングの開始
➢ 谷町線（2028年度）・中央線（2026年度）
（今後も車両更新に合わせて対象路線を拡大）

●保守用台車による電車線モニタリングの試験開始
（2028年度に御堂筋線で開始）

●マイクロドローンによる定期構築点検の実施
➢ 45駅（累計70駅、2033年度までに全駅完了）

●構造物点検におけるAI画像解析等の推進

※CBM：センサー等で設備の状態を監視し、
異常や劣化の兆候を捉えたタイミングで
メンテナンスを行う手法で、安全性と経済性を両立

他社と連携し電池技術の研究開発を進めるとともに
環境負荷低減として施設の照明のLED化を推進

●大学・企業と連携した、次世代太陽電池
（有機薄膜、ペロブスカイト等）の実用化に
向けた研究開発を推進

●列車運行・駅施設で使用する電力を中心に、
実質再生可能エネルギー由来の電力を活用

●照明のLED化
➢ 駅：６駅（累計133駅、2030年度までに134駅完了）
➢ 車内： 44列車（累計204列車、2032年度までに220列車完了）
➢ トンネル：90区間（累計106区間、2029年度までに110区間完了）

運転システムの高度化によるワンマン化を進めるとともに
将来の自動運転化に向けた取組みを着実に推進

●2030年度の谷町線におけるワンマン化を目指し、
車両・地上設備の改造等を計画的に推進

●夢洲～大阪港におけるGOA2.5※１の導入
（2028年度導入予定）

●GOA４※２導入の検討・計画策定（2027年度開始）

将来の労働力不足への対応と安全性の向上を実現する自動運転化に向けた取組みを
着実に進めるとともに、保守・運転業務へのAIや先端技術の積極活用により、
点検精度や業務効率の向上をもたらし、安全と経営基盤の更なる強化に寄与する

※１ GOA2.5：列車の前頭に動力車操縦者運転免許を
持たない係員が乗務する自動化レベル

※２ GOA４：係員の乗務が不要となる自動化レベル
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先端技術の活用・環境負荷低減の推進

鉄道の自動運転化・ワンマン化 保守の高度化(CBM化※)

運輸業務の効率化・案内サービスの高度化



４-４. モビリティ最適ミックスの推進
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将来にわたり大阪市内の交通インフラを維持し、いつでもどこにいても快適に移動できるよう、
地下鉄、路線バス、オンデマンドバス、タクシー等を組み合わせた持続可能な交通ネットワーク
（モビリティ最適ミックス）の構築を目指す

考え方

● 1903年の路面電車開業以降、人口・移動需要増加に伴う渋滞緩和や混雑対策などの交通課題に対し、各時代の最新技術を活用するとともに、
多様なモビリティも駆使しながら課題を解決し、最適な移動手段を提供してきた

●今後の当社を取り巻く経営環境は、人口減少に伴う移動需要の減少や運転士不足など、これまでと大きく異なる課題に直面しているが、
最適な移動手段を提供していく姿勢は変わることなく、新たな課題にも対応し、将来にわたり大阪の交通インフラを維持・発展させていく

現状

今後の
取組み

●全国的に公共交通（特に路線バス事業）は、人口減少に加え人件費・燃料費の高騰により厳しい経営環境にあり、路線廃止や減便が顕在化
●当社グループは、民営化以降、BRT、オンデマンドバス、タクシーの運行を開始するほか、他社と連携しパーソナルモビリティの整備も
推進してきたが、上記課題に加え深刻な運転士不足もあり、既存の交通体系では現状のサービスを維持できなくなることが予想される

●将来にわたり大阪の交通インフラを維持・発展し続けるため、各モビリティの役割の下、運行サービス（運賃、運行台数など）を
最適に組み合わせた持続可能な新たな交通ネットワークの構築（モビリティ最適ミックス）を目指す

駅周辺の近距離移動ニーズ
に対応し、徒歩に代わる
サービスを提供

路線バス沿線の中でも需要
が多い複数拠点間の移動の
高速化を実現するサービス
として運行

地下鉄と共に交通ネット
ワークを形成するモビリティ
として、主に鉄道ターミナル
と周辺の鉄道不便地域を繋ぐ
中量輸送サービスを提供

区域内のモビリティとして、
路線バスよりも細かい乗降
ポイントを自由に選択できる
予約型の輸送サービスを提供

深夜時間帯の移動ニーズの
ほか中距離移動やドアtoドア
といった個別ニーズに
対応したサービスを提供

路線バスオンデマンドバス BRT パーソナルモビリティタクシー

大阪市内の交通ネットワークの根幹として、
大阪の社会経済活動に伴い発生する
大量の移動需要に対し、市内全域を東西南北に
張り巡らされた鉄道ネットワークにより
安全で高速の輸送サービスを提供

地下鉄

（いまざとライナー）



４-４. モビリティ最適ミックスの推進

持続可能な交通ネットワーク（モビリティ最適ミックス）の構築に向け、各モビリティの
事業継続性向上やサービス改善の取組みを推進するとともに、移動データやニーズを徹底分析し、
役割やエリア特性に応じた運行サービスを立案のうえ、関係者との協議を実施
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2025
年度末
時点

計画
期間中の
取組み

2028
年度末
時点

路線バス オンデマンドバスBRT パーソナル
モビリティ

タクシー

●１日約19万人がご利用
●路線バス事業単体では
運行コストの増加により
黒字化は厳しい状況

●増収や運転士の確保に努め、
民営化時の路線・サービスを
維持

●１日約４千人がご利用
●２系統を運行
●年間2.5億円の赤字
●更なる収支改善の取組みを
進めるため社会実験を２年
あまり延長

●１日約３千人がご利用
●大阪市全区で運行
●運賃収入だけで採算確保は
難しい状況

●先行４区は収支改善、2025年度
に運行開始した残り20区は
需要喚起の取組みを実施中

●深夜時間帯を
主に365日、
ドアtoドアの
個別移動
サービスを提供

●事業者と
連携して、
全駅周辺に
ポートを整備

●沿線住民や観光客の需要開拓
●経営基盤強化として、中距離
バスや空港リムジンバスのほか、
貸切バスの受託を段階的に
拡大し収益を向上

●BRTと路線バスの需要に
応じた一体的かつ効率的な
運行計画の検討・実施・検証

●路線バスと一体的運営による
運行コスト削減の取組み

●昼夜問わず、
365日24時間、
ドアtoドアの
個別移動サービス
を提供

● e METROアプリ
からパーソナル
モビリティの
利用予約が可能

●モビリティ最適ミックスの目指す姿・考え方について、関係者と認識を共有し進め方の合意を得ている
●モビリティ最適ミックスにおける各モビリティの役割やエリア特性に応じた運行サービス（運賃、
運行台数など）に向けて、関係者と協議が整ったものから順次実施

●持続可能な交通ネットワーク・事業体の構築に向け、移動データやニーズを徹底的に分析し、
路線バス、BRT、オンデマンドバスなど各モビリティの役割やエリア特性に応じた運行サービス
（運賃、運行台数など）を立案のうえ、関係者との協議を実施

● e METRO
アプリとの
連携強化

●事業者と
連携し、
ポート増設を
推進

●運行台数
増加に向けた
取組み
（営業権の
獲得、運転士
の確保）

●サービス改善に向けた運行管理
体制の強化、配車システム
の改善等を実施

●地域や行政との連携を強化し、
需要喚起や企業向けサービス
による収支改善を実施

●BRTと路線バスの需要に
応じた一体的かつ効率的な
運行計画の検討・実施・検証

●路線バスと一体的運営による
運行コスト削減の取組み

●沿線住民や観光客の需要開拓
●経営基盤強化として、中距離
バスや空港リムジンバスのほか、
貸切バスの受託を段階的に
拡大し収益を向上

（いまざとライナー）



４-５. 次世代モビリティ技術の搭載

バスの自動運転化

空飛ぶクルマ運航に向けた取組み

・万博を契機に整備した大阪港バーティポートにて、
複数の事業者と連携し、ポート運営事業者の立場で
2028年度以降の商用運航開始を目指す
（大阪港バーティポートの機能向上改造を完了）

・（仮称）森之宮新駅・駅ビル内に整備予定のバーティポートについて、
環境影響調査（アセスメント）、基本設計及び実施設計を進める

持続可能な交通ネットワーク実現のため、３つの観点（自動運転技術獲得、社会受容性向上、
周辺事業の拡大）から自動運転バスの社会実装に向けた実証を推進するとともに、
空飛ぶクルマは複数の事業者と連携し、2028年度以降の商用運航開始を目指す

一定条件下での
レベル４運行を実施一定条件下での

レベル４走行技術
を獲得

2030年度以降
の社会実装を
目指す

2028年度
2027年度

2026年度

自動運転
技術獲得

2025年度までの成果

運転士不足や人件費上昇が進む中でも、将来にわたり
市内バスサービスを維持・向上していくため、安全を
最優先に、自動運転バスの導入に向けた取組みを推進

社会受容性
向上 周辺事業

の拡大

体験利用の機会創出
イベント実施

継続的な取組みにより
定常利用者のリピート
利用を増やす

※１レベル２：システムがハンドル操作及び加減速の両方を支援するが、運転の主体は運転者であり、運転者は常に周囲を監視し、必要に応じて直ちに運転操作を行う
※２レベル４：特定の走行環境条件（ルート・速度・天候等）において、システムが周囲の車両や歩行者等を検知し、全ての運転操作を自動で行うことが可能
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SkyDrive

SkyDrive/SD-05

Soracle

Archer/Midnight

丸紅

Vertical/Valo

画像提供：丸紅株式会社 画像提供：株式会社Soracle 画像提供：株式会社SkyDrive

空飛ぶクルマ運航に向けた取組み

当社グループ内の技術として、
自動運転車両整備技術・
一部架装技術獲得を目指す

レベル４走行技術の確立
に向け、25号系統、南河内
地域でレベル２で実証万博舞洲P&R・会場内、

森之宮・京橋、
モビリティタウンで
自動運転レベル２※１

の運行（舞洲P&Rでは
一部公道でレベル４※２

運行）実施

バスの自動運転化



４-６. 交通周辺事業の拡大

交通事業で積み上げてきた技術・ノウハウを強みに、親和性の高い事業領域を拡大・強化し、
グループ全体の収益安定化と事業推進力を強化する。これら事業との多様なキャリアパスを
新たに創出することで、課題である人材確保と育成をグループ全体で解決する

交通事業で保有する技術・ノウハウ

駅
駅施設管理
お客さま案内

工務・建築
土木・建築施設の
設計・建設・保守

電気・車両
電気施設・車両の

設計・保守

バス
バスの運行

地下鉄
地下鉄の運行

地下鉄運行
ノウハウバス運行

ノウハウ

自動運転車両
整備技術

バス・自動運転車両

バス車両
機器

地下鉄車両
機器

電気施設保守
車両保守

軌道保守
常態監視技術

駅施設管理

お客さま案内
AI見守り
システム

駅運営

土木設計・保守工事
建築設計・保守工事

顧客接点

モビリティの活用

グループ会社との
シナジー発揮のほか、
M&A等による事業領域
の拡大も検討
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保守技術の外販
総合建設業

駅の遠隔案内

駅・ビル
総合管理事業

自動運転

自動車（バス）
整備・架装

• 設備メンテナンス、警備、
清掃、環境衛生の一体管理に
加え、警備員による駅業務実施
を含めた駅・ビルの総合管理の
実績・ノウハウを獲得

• グループからの受注拡大に加え、
自治体への入札参加による外販
を積み上げ、鉄道基盤技術の
維持・向上と外販事業領域を拡大

機器・システムの
開発・製造

• 鉄道用表示器を強みとして
関東・中部・九州地区に
おける顧客数を拡大

• 統合PISシステムを開発
して表示器単体の販売から
システム販売へと移行

• グループシナジーとして、
車両機器以外の電気・
保守設備を製品化し、
外販に繋げる

• 交通空間における顧客接点を
活かし、交通広告の枠を超えた
メディア開発。
Web広告事業も強化

• Osaka JOINERの構築ナレッジ、
マーケティングデータを
活用した訪日コンサルティング
事業を推進

• ハウスエージェンシー機能を
強化し、媒体価値を最大化

広告事業
インバウンド事業



ヒガシ（森之宮）とニシ（夢洲）を結ぶ中央線、大阪の大動脈である御堂筋線を中心に、
当社沿線の活性化・価値向上に資するアセット開発・取得を推進する

４-７. 東西軸・南北軸を中心とした都市開発

南北軸

東西軸

夢洲

森之宮本町
心斎橋
なんば
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東西軸との交点となる本町エリアに
おいてまちづくりに資するアセット
の開発・取得を進めるとともに、
地元企業や団体と連携した活動に
積極的に取り組み、エリアの更なる
活性化を推進

南北軸
（本町～心斎橋～なんば）

東西軸
（森之宮・夢洲）

当社初となる大規模再開発である
森之宮開発を着実に推進
夢洲２期開発（万博跡地）について
事業参画の検討を実施



４-７. 東西軸・南北軸を中心とした都市開発

駅名 開発推進中の駅

※当社の駅直結、駅直上、駅前、駅周辺での開発事業及びアセット投資を指す

当社全路線を対象に、エリアの特性を踏まえた「駅まち開発※」を推進。
居住・執務環境や、拡大する観光需要に対する宿泊機能を当社駅周辺で提供し、
駅を基点としたまちづくりによって沿線価値の向上を目指す
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旧コクヨ大阪本社跡地において、
生活利便性の向上に資する物販機能や
ファミリー層向けの大規模分譲レジデンス
に加え、駅直結のエスカレーター・タクシー
乗り場やパーソナルモビリティポート等を整備

（仮称）新深江PJ

当社初となる地下鉄のバリアフリー整備と
都市開発事業の一体開発。
谷町線守口駅へのエレベーター設置に併せて、
店舗付き賃貸マンションの複合開発を実施。
本件同様のプロジェクトを、
他駅においても計画中

（仮称）Metrosa守口



（仮称）森之宮新駅を中心に、駅ビル・駅前空間・大規模集客・交流施設（アリーナ・ホール等）
・歩行者空間の整備について、「大阪城東部地区 1.5期開発の開発方針」などを踏まえながら
計画を具体化するとともに、着実に開発を推進する

４-８. 森之宮開発の推進

20

※「第６回大阪城東部地区まちづくり検討会」資料を加工して作成

新駅・駅ビル・駅前空間

●中央線の延伸による
（仮称）森之宮新駅の整備を推進

●交通広場や空飛ぶクルマの離発着場
の整備をあわせて行い、
多様なモビリティによる
快適で便利な移動体験を提供

●新駅の上部空間を活用した
駅ビル開発を推進。
商業・宿泊など複合的な機能により、
まちに新たな賑わい・利便性を創出

※デザインパースは、新駅・駅ビル、駅前空間の開発
イメージを表現したものであり、今後の検討や
関係先との協議等により変更する場合があります

第二寝屋川沿いの歩行者空間や
デッキの整備により、ウォーカブルな
まちづくりの推進を目指す

音楽やスポーツなど、
エンターテインメントの新たな拠点
整備により、まちづくりの核として
賑わい・活力の創出を目指す

歩行者空間

大規模集客・交流施設
（アリーナ・ホール等）



109駅全駅で
サービスを
最適配置

方針

４-９. 駅を基点としたサービス展開

①限られた駅空間の高効率化・高収益化を図るため、
お客さまの多様なニーズに合わせ、サービス提供事業者が
参画しやすい環境を整備し、リーシングを基本とした
プラットフォーム事業を実施

②駅空間の活用可能面積を最大化し、サービスの質・量を充実

当社最大の強みである「駅」を基点に、各駅、駅周辺のニーズに応じた社会生活サービスを
拡充し、駅ナカ、駅チカが一体となって駅・沿線の価値向上を図り、移動需要の喚起に繋げる

①駅構内には設置できないサービスを、交通と連携し、
駅の一部のように提供

②駅（将来はe METROアプリ）を窓口に、
   多様なニーズに対応

駅の価値を最大化するとともに、駅や駅周辺に立ち寄ってもらえる、
身近な用事が済ませられるサービスを展開し、沿線の活性化に貢献
（＝マルチステーション化の推進）

３つの軸をもとに、ニーズを捉え、109駅全駅でサービスを最適配置

① 駅特性に合った
 サービス選定

潜在的な
ニーズを捉え、
必要なサービス
を検討

接続する駅ナカ施設（ekimo等）との相互送客を通じた
共同販促を推進し、安定的かつ継続的な収益・利益の獲得を目指す。
また、駅・地下街・商業ビルを一体的に運営するために
各機能の役割を再定義し、PM事業の拡大を目指していく

ekimo大阪地下街

② 事業者ヒアリング
 による事業性の検証

③ データに基づく
 駅ナカの価値の再評価

サービス

駅ナカ

移動動線上における利便機能の拡充
駅のニーズに合わせて、
駅空間中心に積極的にサービスを展開する
（駅ナカ中心）

駅周辺における来訪目的の創出
駅周辺に人が集まる仕掛けを導入し、
駅周辺の回遊性やにぎわいを創出する
（駅チカ中心）

暮らしの相談・サービス機能の展開
駅を窓口（将来はe METROアプリ）に、
幅広いサービスを提供する

コンビニ、コワーキング、
ロッカー（受取/受渡）など

飲食（カフェ）、
商業（スーパー）など

オンライン診療、
見守りサービス・
行政サービスなど

駅の特性による分類とデータ重視のサービス展開

駅ナカ・駅チカでの事業開発方針

地下街事業との連携促進

駅チカ

大阪地下街株式会社
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５-１. AI活用・デジタル推進

データとAIを活用して大阪の発展に貢献し続けるために、３つの重点領域
①お客さま体験価値の向上 ②従業員体験価値の向上 ③デジタル基盤の強化 を柱に、
デジタル化からAX（AIトランスフォーメーション）を加速する

22

AX
（AIトランスフォーメーション）

デジタイゼーション
(デジタル化)

デジタライゼーション
(システム化・自動化)

DX
（デジタル改革）

②従業員体験価値の向上

③デジタル基盤の強化

② 従業員体験価値の向上

③ デジタル基盤の強化

① お客さま体験価値の向上

●AIマーケティング
●パーソナライズ配信（アプリ・サイネージ）
●e METROアプリサービス拡充
（一括予約、多言語、マイナンバーカード連携）

交通から生活関連までのサービス接点を集約し、
AIを活用してお客さまに最適な１to１及び１toＮ
のサービスを提供

データ活用とDXにより社内作業・業務の効率化
を図る。AIを優秀な作業者として育成、
人は価値創造へシフト

●定型業務の自動化モデルを確立
（管理本部から技術部門へ順次展開）
●AIエージェントによる業務の自動化
●生成AIによる作業の効率化

サイバー攻撃の高度化に対し、ゼロトラストを前提とした
インフラ・セキュリティ基盤を整備し、監視・検知・復旧の
運用を構築する

DXの本質は組織変革とし、人材・文化・制度を一体で
改善することで、デジタル人材育成効果を最大化する

【防ぐ（攻撃を遮断）】
ゼロトラスト前提のアクセス制御

【気づく（異常を検知）】
24時間365日の監視体制

【復旧する（元の状態へ）】
IT-BCP（事業継続計画）の改善

【人材】
①デジタル人材②DX推進者③社員の人材区分ごとに育成

【文化】
DX推進者を中心に成功を繰り返させ、DX文化を醸成

【組織】
公平な評価制度や成果報告会の実施

インフラ・セキュリティ デジタル人材育成



５-２. 組織能力の向上と管理部門の戦略機能強化

●人材育成を「組織全体での体系的な仕組み」として構築し、
人的資本施策により社員・組織の能力を高め、企業価値向上へ直結

●基礎教育と重点スキルの強化（経理・IT・法務）を徹底し、
ベーススキルを引き上げ

●個人情報管理、機密情報管理の励行。経営会議等の品質確保、
あらゆるインシデントを統合的に管理する経営リスク管理体制の強化

●管理本部主導で業務プロセスを抜本的に見直し、全社の生産性と意思決定のスピードを引き上げ
（全体として、管理の精度は高めつつも、各部の管理強化とAI等の活用で15万時間の労働時間削減に挑む）

主要リスクを統合管理し、リスク管理の
モニタリングを通して重大事案ゼロを達成

内部統制の強化と
監督体制の確立

統合リスク管理と
法務・調達の更なる強化

業務プロセスの
抜本的な見直し

AI/IT活用による
全社の業務効率化

経理機能の強化
管理会計の高度化

広報力の強化
メディアリレーション強化

事業部門の自律性と管理部門の統制機能を発揮し、組織全体の実行力を高める。特に管理部門は、
グループ経営・人的資本・リスクマネジメントを一体で高度化し、経営と事業を能動的に支える
戦略的機能を強化することで、持続的成長と社会的信頼の礎となる経営基盤を確立する

企業力向上の礎である人材育成

重
点
施
策

部門横断的な事業の下支えとけん制の更なる強化

内部統制の実効性向上
企業力強化を見据えた監督体制を確立

シェアードサービスの有効利用、
業務の効率化、省力化による生産性向上

経理を中心とした経営の見える化を
推進し、収益力を底上げ

AI活用、業務棚卸、
ワークフロー最適化を一体で推進

顧客視点（VOC）を全社に浸透させ、
ブランド価値向上を推進

透明性と信頼を基盤に「企業成長」と「人的資本の最大化」を同時に実現するため、
人材育成を最優先事項とし、強固でかつ変化に対応できるプロフェッショナル組織を形成
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透明性と信頼

企業成長

人材育成

人的資本
最大化

ベース
スキル
引き上げ

リスク
管理体制
強化

生産性
向上



５-３. 経営戦略と連動した人的資本経営の推進

ジョブディスクリプションを
軸とした一気通貫の人材育成

重点領域の強化と
次世代リーダーの育成

Well-beingの推進
生産性向上の両立・推進

役割・成果に連動した
人事・報酬制度

●企業倫理と行動規範の徹底
●職務・成果・能力要件（JD）と評価基準を明確化
●目標管理制度と連動した適正な評価
●研修・評価・昇格・育成の一体運用
●職場単位での育成サイクルの定着
●キャリアプランに基づく成長支援の充実

●専門人材の確保・育成（AI・法務・経理・人事）
●重点３領域（交通技術、AI・DX、都市開発）における、
人材育成と採用強化

●サクセッションプランの実行
将来を担う若手・中堅の中核人材と経営陣との対話、
重要プロジェクトへの登用、戦略的ジョブローテーション
を実施し、経営を担う覚悟と視座を早期に育成

●経営視点を持つ人材を育成するため、自ら学び挑戦する
若手社員に対し、自律的な成長機会と活躍の場を提供

●社員に目を向けた環境整備の推進
●健康経営の推進
●ハラスメントの撲滅
心理的安全性を土台に、前向きに挑戦できる風土を醸成

●全社的に「対話」を促進し傾聴を通じた自己成長に繋げる
●業務プロセスの見直しと無駄の排除
生産性の向上により、総労働時間を削減

●過去３か年での15％以上のベースアップ実績を踏まえ、 
2027年度より「役割と成果」に連動した
新報酬体系へと移行

●将来を見据えた戦略的採用の強化

人的資本を競争力に変え、「社員の成長」が「組織の成長」を牽引する好循環を
生み出すため、人的資本施策をもとにした人事戦略を実行する。
処遇や職場環境の抜本的な改善をはじめとした「社員に向き合った施策」の実行に取り組む

学びと挑戦を支える
Osaka Metro

ビジネスカレッジを開設
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５-４. 経営主導による職場環境改革の推進

職場環境改善プロジェクト

安全な事業運営と質の高いサービスを支える基盤として、交通事業（鉄道・バス等）を
はじめとした当社の事業を最前線で支える現場社員、及びそれらを支える本社社員が、
心身ともに健康で、安心して働き続けられる職場環境の整備を推進する

現場からの要望が特に多い下記３項目を重点テーマとして設定し、
2032年度までの完遂に向けて、計画的に推進する
➢ トイレの洋式化
➢ 仮泊室の個室化
➢ 浴室の美装化（シャワーブースの増設等）

業務プロセス改善ではなく「働く環境」の向上に特化し、社長直轄で全社をあげて改善を推進
2026年度中に全社での意見集約を経て、施策を精査。取り組む施策を全社開示した上で、取組み結果の効果測定を実施

施設・設備・備品

（休憩・仮眠環境、衛生・生活環境、執務環境等）

健康・安心・コミュニケーション

（健康支援、安心の確保、風土づくり等）全社で意見を集約

社長

施設改善チーム（現場）

施設改善チーム（本社）

健康・安心支援チーム（全社）

●社長直轄の推進体制

安全な事業運営と質の高いサービスの提供を継続するために、
施設・設備・制度・風土の改善を通じて、働きやすさと社員満足度を高め、
社員が長く安心して働き続けられる会社づくりを目指す

●現場事業所の施設改善計画
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グループ経営においては、各社の独立性を尊重しつつも、全社視点でシナジーを創出。
管理本部は各事業本部の事業推進を専門的知見から下支えするとともに、グループ全体を通して、
厳格なけん制機能を発揮することで、ガバナンス機能を強化し、強靭な経営体質を構築する
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鉄道事業との補完関係を強化するとともに、
路上交通との連携をさらに深めることで、
都市交通全体の価値最大化に貢献

鉄道・バスの供給網が及ばない地域に
おけるラストワンマイルを担い、地域
交通インフラとしての社会的責任を完遂

警備業務の高度化および設備メンテナンス
技術の蓄積を図り、鉄道事業の安全性と
付加価値を支える基盤企業として機能

グループ内のハウスエージェンシー業務を
統合管理し、デジタル広告領域開拓を含め
全事業のマーケティング・PR戦略を牽引

駅ナカとの相互送客を通じた共同販促を
推進し、安定的かつ継続的な収益・利益
の獲得を目指す

グループ内発注を戦略的に活用し、
交通関連商品の競争力強化と内製化を推進

交通事業本部
（鉄道交通・自動車交通）

都市開発事業本部
（沿線開発、まちづくり）

事業開発本部
（駅の拠点化・リテール事業）

管理本部
（けん制と下支えの実行）

グループ各社の戦略的ミッション

グループ全体のシェアード機能を担い
生産性向上につなげる。障がい者雇用の促進

大阪メトロビジネスアソシエイト

全事業が互いに補完 グループ全体での一体運営を推進 シナジー効果創出

５-５. 持続的企業価値の向上とグループガバナンス機能強化



５-６. ガバナンス強化とリスクマネジメントの高度化

組織風土及び
情報共有の仕組みの見直し

客観的根拠に基づく
意思決定プロセスの厳格化

新技術導入時の
外部有識者の知見活用

管理部門及び内部監査による
けん制機能強化

●トップメッセージ発信や
組織風土診断等のPDCAを継続運用

●管理職の業績評価制度を刷新し、
中止・撤退・見直しを許容する風土を醸成

●リスク速報基準を明確化し、
重大リスクが迅速に経営層へ届く仕組みを構築

●安全方針の全社浸透を推進

●代替手段等と比較検討のうえ原則として
段階的に導入し、試験導入の検証結果に基づき
本格導入を判断

●外部有識者を含む会議体で技術検証し、導入可否を判断

●管理本部を設置し、事業推進機能と管理・けん制機能を分離
●経営会議・取締役会の付議事項に、
管理本部等のコメント添付を必須化

●外部専門家の知見を活用し、
リスクアプローチに基づく内部監査体制を整備

●経営会議・取締役会での承認案件に対し、
必要に応じて撤退・中止基準や
バックアッププランを事前設定

●承認後も定期モニタリングし、異常時は再審議
●補助金活用事業は経理部が一元管理し、
返還リスクを定期確認

●決裁権限の適用基準や稟議記載事項のルールを整備

「安全を最優先とする事業運営の徹底」を全社の最重要課題と位置づけ、客観的根拠と
透明性に基づく意思決定プロセスを定着させ、リスクマネジメントの高度化を図る

事故、不祥事、品質問題、法令違反などを未然防止
EVバス事案を一過性の対応で終わらせず、原因分析から業務プロセスの見直し、モニタリングまで仕組みに落とし込む

リスクマネジメント教育の
定期的な実施

●EVバス事案をケーススタディとし、
階層別リスクマネジメント教育を継続実施。
新任管理職研修でも活用
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６-１. 財務戦略

鉄道事業を中心とした営業キャッシュフローの創出及び格付け維持を前提とした
適切なレバレッジを活用しながら、鉄道事業の持続性向上に資する投資や
将来を見越した成長投資を実施していく
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営業
キャッシュ
フロー
 2,500

資金調達
 480 配当 180

戦略投資
 1,000

基礎投資
 1,800

• 社債を中心とした資金調達により
直接調達比率を上昇

• ネットデットEBITDA倍率
4.5倍以下でコントロール

• 鉄道事業を中心とした
既存事業の維持に必要な投資を
着実に推進

• 交通以外の各事業
（都市開発・事業開発）では、
交通関連事業を軸とした取組みへの
投資を実施

• 戦略投資枠として
1,000億円の枠を設定し、
この範囲内で投資機会を見極め
大阪の発展に貢献できる事業への
成長投資を推進

• 鉄道事業を中心とした、着実な
事業展開により、大阪市の財政へ貢献

キャッシュイン キャッシュアウト

2026-2028年度計画

• 鉄道事業を中心とした安定的な
営業キャッシュフローを積み上げ、
戦略事業による
キャッシュフロー上乗せを狙う

（単位：億円）



６-２. 投資計画

安全・安心・快適性の強化に向けた基礎的な安全・サービス投資を着実に実行するとともに、
森之宮開発をはじめとした大阪のまちづくりへ貢献する投資を見込む

老朽設備の更新等

管理本部・その他

• 推進中アセット開発
• 森之宮をはじめとした
大規模開発

2026-2028年度

投資総額
約1,800億円

安全
投資

サービス
投資

事業開発

• 駅務機器更新
• エレベーター設置等

都市開発 交通

駅ナカ、地下街

基礎的な投資計画とは別に、
更なる成長に向けた投資機会に
対応できる投資余地として
戦略投資枠を設定

戦略投資枠
1,000億円

約74%

約15%

約6%
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約5%



2,029 

2,333 

2,130 

404 
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400 
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2,500

2024年度（実績） 2025年度（実績） 2026年度（計画） 2027年度（計画） 2028年度（計画）

営業収益 営業利益

・・・

６-３. 収支計画

近年の都心回帰による沿線人口の増加等を織り込み、営業収益は堅調に推移すると見込む。
一方で、物価高騰の影響や老朽化した設備の更新・修繕等に伴い営業費用が増加するが、
効率的な事業運営により、計画期間を通して平均400億円程度の営業利益を安定的に確保

256.2 

278.5 

268.2 

250

300

１日あたりの乗車人員（万人）

（億円）
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６-４. 財務目標

将来の持続可能な事業運営に向けた投資を積極的に行いながらも、
引き続き、財務健全性の確保と、前計画期間同等の大阪市への財政貢献を果たす

中期KGI 中期KPI

大阪市への財政貢献 330億円以上（３か年累計）
（内、配当総額：180億円以上）

ネットデットEBITDA倍率 4.5倍以下

1

2 EBITDA 累積2,900億円以上（３か年累計）

0

250

500

750

0

50

100

150

2026年度 2027年度 2028年度

納税額 配当額 総額 総額(累計)

・

（億円）

（億円）

累計
（億円）
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累計
（億円）
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６-５. 環境貢献

2013年度 2024年度2023年度 2025年度
見込み

2030年度 2050年度

目標年度 2030年度 2050年度

目標値 CO₂排出量46％削減（2013年度比） CO₂排出量実質ゼロ

当社グループのCO₂排出量実績及び、目標イメージ

省エネ・再エネ・創エネの取組み

△40%

△46%

(単位：t-CO₂)

312,728

省エネ施策や再生可能エネルギーの活用等を拡大し、グループ全体のCO₂排出量を
2030年度46%削減（2013年度比）、2050年度実質ゼロの達成を目指す

32

●車両の省エネルギー化の推進
●鉄道施設・設備のLED化、
非電照化の拡大など

●大学・企業と連携した、
次世代太陽電池
（有機薄膜、ペロブスカイト等）の
実用化に向けた研究開発

●CO₂排出量削減目標の進捗を
見据えながら列車運行・駅施設で
使用する電力を中心に実質再生可能
エネルギー由来の電力を活用

省エネルギー化への取組み

創エネルギーへの挑戦

再生可能エネルギーの活用

ZEV
※
化の推進

●航続距離や量産体制に加え、安全性・
品質・保守体制・経営への影響を
見極め、実証・検証を重ねながら
段階的に導入

※ZEV( Zero Emission Vehicle )：走行時にCO₂などの排気ガスを出さない
電気自動車(EV)や燃料電池自動車(FCV)など の総称



本資料に掲載されている過去の事実以外の内容は、本資料作成時点において当社が入手可能な情報及び合理的であると
判断した一定の前提に基づく、将来の見通し、計画または目標です。これらは、今後の経営環境、社会情勢、法令・制度の
変更、関係機関との協議、許認可の取得、技術開発の進捗その他の要因により、変更され、または実現しない可能性があります。
また、本資料には検討中または未決定の事項が含まれており、記載内容は将来の実施または達成を保証するものではありません。
各取組みの具体化にあたっては、安全性、法令遵守及び事業性等を総合的に検証したうえで判断します。
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